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与那原マリーナ 利用者説明会 議事要旨 

 
日時：令和７年８月28日（木） 18:30～20:10 

場所：与那原マリーナ研修室 

 

１ 参加者：利用者約15名（うち Web 参加約5名） 

  説明者：沖縄県土木建築部港湾課（４名） 

指定管理者（株式会社シーエンジニアリング沖縄 ２名） 

 

２ 説明内容 

  別添資料のとおり 

 

３ 質疑応答 

※ご意見・ご質問の内容及び回答は適宜要約しています。また、同趣旨のものはまとめて

１つにしているものがあります。 

 

質問：以前、９ｍ未満の海上係留使用料が誤って徴収され、後に返還されたと聞いたが、

現在の状況はどうなっているのか。条例に不備があったとはいえ、マリーナを使って

いたことには変わりないので、返さないという選択はできなかったのか。 

回答：条例で９ｍ未満の海上係留の使用料が設定されていないにもかかわらず、９ｍ以上

10ｍ未満の船舶と同額を徴収していたことが判明し、今年２月に公表しました。対象

の方にはお知らせをし、ほぼ全ての方に還付を終えています。還付は主に昨年度に実

施し、一般会計繰入れもある中から実施しています。 

 弁護士の意見なども踏まえ法的な検討をした結果、還付を行わなければならない

と判断しました。ただし、対象の方には還付を辞退することも可能だとお知らせし、

判断していただきました。 

 ６月の県議会に、この部分を改める条例改正を提案し成立したため、９月からはこ

れらの船舶からも使用料を徴収することになっています。 

 

質問：陸置場の配置を見直して保管できる船舶数を増やすと説明があったが、いつから実

施する予定か。 

回答：時期を現在明確にお示しすることはできませんが、取組は進めており、遠からず実

現できるものと考えています。 

 

質問：線の引き直しにはそう時間をかけずに実施できる。スピードが遅いのではないか。

また、陸置増加の収入も見込んで使用料の見直しを考えているのか。 

回答：６月の説明会で具体的にご意見をいただいて計画を始めています。陸置場を増やす
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ことにより増収も合わせて収支を均衡させていきたいと考えています。 

 

質問：作業ヤードで船底を洗浄した洗浄水が雨で海に流れ出ているのを見た。問題ではな

いか。作業ヤードから水が流れ出ないよう、土のうを置くなど対策すべきではない

か。 

回答：当該作業を行った業者に指摘し、流出した汚水については回収させました。また、

船舶オーナーと業者に向けて注意喚起を行っています。御指摘の対策についてはす

ぐに検討を始めます。 

 

質問：管理者が数年で変わってしまうことで、管理にやる気が出ないのではないか。もっ

と覇気が上がるやり方を考えるべきではないか。 

回答：現在の指定管理者は令和６年度から10年度までの５年間で指定管理をお願いして

います。期間が決まっていることにはデメリットも考えられる一方、定期的に競争が

働くことも期待した制度となっています。沖縄県の指定管理では５年を基本として

いるところで、より良いやり方があるかについては研究してまいります。 

 

質問：ビジターより年間契約が安くなるような使用料体系になっていないか。 

回答：海上係留料には条例で定められたマリーナの使用料と、指定管理者が定める船だま

り等の利用料金があります。マリーナ使用料は、一日当たりより一月当たり、一月当

たりより一年当たりが割安になるように設定されています。利用料金は、県が承認し

た計画に基づき設定されています。今回の改定により船だまり等の利用料金を改定

するかについては、指定管理者で検討がなされるものと考えています。 

 

質問：クリートを取り付けるレールが破損し持ち上がったまま約２年放置されている。な

ぜこうなっているのか。 

回答：令和５年の台風による破損の修繕がなされず、御迷惑をおかけしています。現在、

具体的な修繕のめどが立っており、近く発注しますので、数か月で修繕できるものと

考えています。 

 

質問：レールの修繕について、なぜこれだけ長く時間がかかったのか。 

回答：修繕のための費用を毎年計上していますが、収支の関係で十分な額を確保すること

ができませんでした。今年度は修繕費を多く計上し、順次対応を進めているところで

す。 

 

質問：県が工事を発注すると間接費用が含まれ、民間よりも高くつく。割高な工事費を使

用料から払うのは納得しがたい。指定管理者に発注の権限を与えることはできない

のか。 
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回答：現在も、修繕については指定管理者が業者を選定し、県が費用を払うという形で実

施しています。これからも指定管理者と連携して柔軟に対応します。 

 

質問：整備されていないマリーナ北側の今後について、今後５年から10年の計画はどのよ

うになっているか。大型 MICE 施設との関係はどうなっているか。 

回答：将来どのように整備するべきかについて、コンサルタントへの委託なども含めて調

査を進めています。マリーナの正面に大型 MICE 施設が整備予定であることも踏まえ

つつ、スーパーヨットの係留に適した形が良いのではないかなども含め、地元自治体

の意向も確認しながら検討しています。今後、内容がまとまりましたら公表します。 

 

質問：マリーナの回転率が非常に悪い。一度場所を確保できたらほぼ永続的に利用できる

ようになっており、ウェイティングリストに載っていてもほとんど進まない。未整備

部分に桟橋を整備したり、芝生部分を陸置場にしたりして船舶数を増やすべきでは

ないか。 

回答：回転率は課題の一つです。しかし、既存の船舶オーナーも、与那原マリーナの使用

許可がなくなったらほかに保管場所があるわけでもなく、悩ましいところです。ま

た、現状でウェイティングが発生している状況でも収支は不足しており、現状のまま

更なる浮桟橋整備を行ってもその整備費と収入が見合うかはシビアに考える必要が

あります。また、芝生については港湾整備計画上緑地を一定程度確保する規定との兼

ね合いを検討します。 

 

質問：現状の一般会計繰入れを当てにした運営は、県民に対して不誠実ではないか。独立

採算制を目指すべきではないか。 

回答：一般会計繰入れの解消は重要な課題と認識しており、今回の使用料改定もその一環

としてお願いするものです。ご質問のとおり、独立採算制の確保は重要な課題だと考

えています。 

 

質問：収入が不足するとの説明があったが、不足するのは整備のための借金の返済部分で

ある。県の資産を整備する費用を県民の使用料で全額負担するのはおかしいのでは

ないか。体育館など他の県営施設の整備には一般会計から費用が出ているのではな

いか。 

回答：特別会計は一般会計と異なり、特別会計内の収入で支出をまかなうことが原則とな

っており、資産についても特別会計でまかなうべきものです。マリーナの整備に当た

って、外側の防波堤等の整備は一般会計で行いつつ、管理棟、浮桟橋、クレーン、陸

置場などマリーナ独自の施設を特別会計からの収入でまかなっていくべきものと考

えています。 
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質問：県外利用者の使用料が県内在住者より高いのは不公平だ。 

回答：県議会での議論などを踏まえ、防波堤等は一般会計により整備されていること、地

理的に沖縄県に所在する施設であること等を考慮して判断しました。 

 

質問：クレーン使用料が高くなると、陸置にとっては不利になってしまう。 

回答：上下架施設（クレーン）の使用料は現時点でクレーンの維持費をまかなえていない

状況でした。今回、他県のクレーン使用料と比較しても現行の使用料が相当低い額で

あることも考慮し、このような額に改定することとしたところです。クレーンを使う

方の負担は当然承知していますが、ご理解をいただきたいと思います。 

 

質問：マンションのようにお金を払っていれば最終的に自分のものになるならともかく、

県の資産になるものにお金を払っていくことには納得がいかない。 

回答：特別会計を企業のように考えると、企業が商品やサービスを提供して得た対価で工

場などの資産を形成すること、あるいはアパート経営者が家賃収入でアパートを所

有することは自然なことであり、それと同様のことだと理解いただきたいと考えて

います。 

 

質問：ほかの都道府県のマリーナも、沖縄県と同様の方針で運営されているのか。 

回答：マリーナをどのように運営していくかについては、それぞれの運営主体ごとに考え

を持って行われていると理解しています。県外では公設マリーナが民営化された事

例なども承知していますが、沖縄県としては県営を基本として貫きつつ、指定管理者

や利用者のみなさまと一緒に良いマリーナを作っていきたいと考えています。 

 

質問：今日も利用者の納得が得られていない意見が多数出ているが、このまま改定を決定

するのか。 

回答：６月の説明会やアンケートの結果を受け、改定案をお示ししたところです。今回の

説明会での意見を受けて修正するかどうかも含め、県の責任において最善と思われ

る案を決定し、議会の判断を仰ぎたいと考えています。 

 

質問：宜野湾港マリーナでは放置艇がある。与那原マリーナでも今後そうならないよう

に、はじめに保証金を取るなどの対応を検討しないのか。 

回答：保証金制度を導入するマリーナがあることは承知しています。沖縄県でも同様の制

度についても検討しましたが、公営マリーナの場合、最終的に行政の強制的な権限で

処分に向けた手続を行っていくことも可能であることから、現時点では保証金制度

の導入は考えていません。 

 

質問：雨の日に桟橋の塗装が足について、船を汚してしまう問題について、対策はない
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か。 

回答：問題については承知しています。最も良いのは現在の表面の板を全て取り替えてし

まうことですが、費用の問題もあり、すぐ実施することは困難です。コーティングを

施して問題が解決するかなどについて、現在、指定管理者とも相談しながら研究して

いるところです。良い方法があれば管理事務所にご提案いただければ幸いです。 

 

以上 


